


序　　　　　　文

　ヴィエトナム政府はドイモイ（刷新）政策の下、インフラ整備、特に道路整備に力を入れてい

るが、中国や旧ソ連製の古い建設機械に代わって導入されはじめた日本製等、新しい建設機械に

対応できる人材が不足している。しかるに、その人材を養成すべき道路建設機械訓練センターは、

技術面の立ち遅れ、機材の不足・老朽化のため、現場のニーズに合った技術者を養成できない状

況にあり、緊急に同センターの近代化を図る必要に迫られている。

　こうした状況からヴィエトナム政府は、同センターの質的向上と道路整備のニーズに合った人

材の養成を目的とするプロジェクト方式技術協力「道路建設機械訓練センター向上計画」及び無

償資金協力の実施を、我が国に要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は1998年（平成10年）３月８日から同15日まで、社団法人日本

建設機械化協会建設機械化研究所所長中島英輔氏を団長とする基礎調査団を現地に派遣し、道路

建設機械訓練センター及びその関連機関と要請内容等について協議するとともに関連施設等を調

査し、協力実施の可能性を検討するための基礎資料を収集した。

　本報告書は同調査団の協議・調査結果を取りまとめたものであり、今後プロジェクトの展開に

あたって広く活用されることを願うものである。

　ここに調査団の各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、建設省、在ヴィエトナム日本大使館

など、内外関係機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援を賜るよう、お

願いする次第である。

　平成 10 年４月

国際協力事業団
社会開発協力部
部 長 　 神 田 　 道 男
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第１章　基礎調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ヴィエトナム政府は、ドイモイ（刷新）政策の下、継続的な経済成長をめざしているが、この

ためにはインフラ整備が主要な課題とされており、特に運輸交通分野、なかでも道路の整備を急

務としている。

　ヴィエトナムには現在約10万kmの道路があるが、そのうち舗装されているのは１割程度であ

り、道路建設・改良の需要は今後ますます大きくなると予想される。実際我が国の借款等により、

国道１号線や５号線のリハビリが実施されており、道路建設に係る技術者の需要が高まっている。

　一方、同分野の技術者を養成するヴィエトナム最大の訓練機関・道路建設機械訓練センター

（ハノイ西方50km）は、技術面での立ち遅れ、機材の不足・老朽化のため、必ずしも現場のニー

ズに合った技術者を養成することができない状況にあり、緊急に同センターの近代化を図る必要

が生じている。

　このような状況から、ヴィエトナム政府は同センターの質的向上を図り、道路整備のニーズに

合った人材を養成することを目的に、我が国に対しプロジェクト方式技術協力及び無償資金協力

を要請してきた。

　本調査団は、道路建設機械訓練センター及びその関連機関と具体的な要請内容等について協議

するとともに関連施設等を調査し、協力実施の可能性について検討するための基礎資料を収集す

ることを目的に、派遣された。

１－２　調査団の構成

団長（総　　括） 中島　英輔 （社）日本建設機械化協会　建設機械化研究所　所長

団員（訓練計画） 香取　佳人 （社）日本建設機械化協会　技術部　部長

団員（建設機械） 阿部　　武 建設省　関東地方建設局　道路部　機械課　課長補佐

団員（道路保守） 桐山　孝晴 建設省　建設経済局　建設機械課　課長補佐

団員（協力政策） 花岡　　慎 外務省　経済協力局　無償資金協力課　研究調査員

団員（協力企画） 永井　康義 国際協力事業団　社会開発協力部　社会開発協力第一課

団員（通　　訳） 樋口　ホア （財）日本国際協力センター　研修監理部　研修監理員
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１－３　調査日程

日順 月日 行程 行動内容

道路建設機械訓練センターと協議及び関連施設視察、
道路建設現場調査（センターの実習予定道路）

道路建設機械保守に関する調査（V-TRAC：キャタピラー）
道路建設現場調査（国道５号線：大成建設）

ＪＩＣＡ事務所報告、日本大使館報告

道路建設機械保守に関する調査（KOMATSU）

道路建設機械訓練センターと協議

日本大使館表敬、ＪＩＣＡ事務所と打合せ、
交通運輸省表敬及び協議、計画投資省表敬

１

２

３

４

５

６

７

８

３月８日（日）

３月９日（月）

３月10日（火）

３月11日（水）

３月12日（木）

３月13日（金）

３月14日（土）

３月15日（日）

東京→香港
香港→ハノイ

ハノイ→香港
香港→東京

１－４　主要面談者

（1）計画投資省

Mr.Duoug Duc Ung General Director,Foreign Economic Relations Department

（2）交通運輸省

Mr.La Ngoc Khue Vice Minister

Mr.Tran Doan Tho Director General,Planning and Investment Department

Mr.Nguyen Van Nhan Vice Director,Training and Labour Department

（3）道路建設機械訓練センター（交通運輸第１技術訓練学校）

Mr.Bun Ngoc Duc Director

Mr.Pham Duc An Deputy Director

木　下　友　哉 ＪＩＣＡ専門家（道路建設機械の運転・保守）
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（4）V-TRAC（キャタピラー）

商　如　璧 副社長

（5）大成建設株式会社（国道５号線改修工事作業所）

渕　田　六　郎 所長

（6）KOMATSU

Mr.Shiro Nozawa General Manager

（7）日本大使館

嘉　治　美佐子 参事官

伊　藤　康　行 二等書記官

井　田　充　則 二等書記官

（8）ＪＩＣＡヴィエトナム事務所

地　曳　隆　紀 所長

辻　野　博　司 所員
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第２章　要　約

（1）調査等の経緯について

1）調査団は、ヴィエトナム政府から要請されている道路建設機械訓練センター向上計画につい

て、技術協力の可能性を検討するために必要となる基礎資料を得ることを目的として、関係機

関と協議を行うとともに、関連施設等の調査を行った。

2）交通運輸省等との協議にあたっては、冒頭、我が国の厳しい財政事情を説明し、要請の中身

についても重点的な絞り込み、あるいは規模の縮小の可能性といった観点からも調査をしたい

と表明した。

　それに対してヴィエトナム側は、規模の縮小には難色を示しつつ、逆に、このテーマは要望

してから時間がかかりすぎている、早く実現するよう努力してほしいと要望した。

3）その後、訓練センターの調査並びに学校関係者との協議の結果、施設、機材等無償資金協力

については「プロジェクト方式技術協力に必要最小限なものに限定すべきである」という当方

の主張について、異論のない旨の回答を得た。

（2）技術協力の可能性について

1）高い経済成長を続けているなかで、道路の状況は劣悪であり、ヴィエトナム政府にとって、

道路整備が最重要課題の１つとなっている。そのため、各国の援助による幹線道路の建設が進

められるようになり、日本製など新しい建設機械も導入されつつある。

2）現在の道路建設機械訓練センターの資機材は古い中国製あるいは旧ソ連製で、機材の不足、

老朽化、特に、技術面の立ち遅れは否めず、現場のニーズに合った技術者の養成ができない状

況である。

3）要請されたオペレーター、メカニック（エンジン、シャーシ）、スーパーバイザーの４訓練コー

スのセンターの卒業生及び既就職者を対象としたリトレーニングプログラムによる新しい技術

者の養成は、これからのヴィエトナムの道路整備を効率的に進めるうえで必要不可欠である。

4）ヴィエトナム側によるローカルコストの負担、カウンターパートの確保についても特段の問

題はなく、何よりも、交通運輸省等ヴィエトナム側関係者の本プロジェクトに対する期待は非

常に高い。

5）以上のことから調査団としては、新しい建設機械技術者の養成はヴィエトナムの道路をはじ

めとするインフラの整備に効果的であり、本プロジェクトの実施に向けて前向きに対応すべき

であると考える。
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（3）今後の課題等

1）要請されている建設機械、建築物等資機材について、「真にプロ技に必要なものかどうか」と

いう観点から精査並びに調整が必要である。

2）各訓練コースの内容についてはおおむね妥当であると考えられるが、今回十分な意見交換の

時間がとれなかったので、詳細な検討調整が必要である。
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第３章　要請の概要

３－１　要請の経緯

　ヴィエトナム政府はドイモイ政策の下、インフラ整備、特に道路整備に力を入れているが、中

国、旧ソ連製の古い建設機械に代わって導入され出した日本製等の新しい建設機械に対応できる

人材が不足している。その人材養成の役目を担っているのが道路建設機械訓練センターであるが、

センターにある建設機械もほとんどが中国、旧ソ連製の古いものばかりで、現場のニーズに応え

られないのが現状である。

　このような状況から、ヴィエトナム政府は 1994 年に建設機械の無償資金協力（10億円）を要

請したが、導入される建設機械のメンテナンスの重要性からプロ技の実施がなければ無償資金協

力は難しいとのことで、1995 年にプロ技の要請書が提出された。また、1996 年９月１日から１

年間、道路建設機械の運転・保守に係る個別専門家が派遣され、その後本件が1997年度の基礎調

査案件として採択された。再度提出された無償資金協力については、約21億円と額が大きくなっ

たため、機材と施設の２つに分離することになった。

３－２　要請の概要

　本要請は当初、表－１に示すとおりオペレーターコース、メカニックコース、スペシャリスト

コース、エンジニア・マネージャーコース、ＯＪＴオペレーターコースの５つの訓練コースで

あったが、本調査において要請内容を確認したところ、表－２のとおり若干の変更を要望してき

た。変更理由は次のとおりである。

（1）スペシャリストコースについては、建設機械の電気系統、油圧系統など特定ユニットシステ

ムの故障診断・修理といった高度な専門技術者の養成を目的としたものであるが、今回はこれ

を見合わせ、代わりにそれらの基本的な項目をメカニックコースに取り入れることとした。

（2）ＯＪＴオペレーターコースは、オペレーターコースのなかに組み入れる方向で見直した。

（3）エンジニア・マネージャーコースは、機材センター長やワークショップ長など現場の責任者

に対する作業管理手法等を修得させるコースであるが、現場の責任者を長期間センターで訓練

することは困難を伴うため、これは別途短期の特別コースとして検討することとし、今回は除

外した。

（4）道路建設にあたっては、施工計画、品質管理、施工方法についての技術の向上を図る必要が

あることから、道路建設補修関連技術者を対象としたスーパーバイザーコースを設定すること

とした。
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　また、長期専門家の派遣については、チーフアドバイザー、業務調整、運転、整備、管理の５

分野各１名を考えており、本邦におけるカウンターパート研修については、年間４名程度を考え

ている。

　なお、プロ技で必要となる主な機材は無償資金協力で手当することとし、その補完的な機材を

プロ技で手当することになる。

３－３　上位計画との関連

　ヴィエトナム５か年計画（1996～ 2000 年）において、インフラ整備が主要目標の１つに掲げ

られている。1996 年 12月の支援国会議で発表された1996 年から 2000 年までの公共事業投資の

うち、運輸セクターへの配分は37.9％と第１位であり、とりわけ道路整備に運輸部門の83.1％が

投入される計画である。セクター別第２位のエネルギー分野が26.7％であることから、道路整備

は最重要分野といえる。

　このように、ヴィエトナムにおける道路建設需要が高いことから、本プロジェクトの果たす役

割は重要と考えられる。
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第４章　当該分野の現状

４－１　道路建設の実績及び計画

（1）ヴィエトナムにおける道路種別延長は、表－３に示すとおりである。

　ヴィエトナムの道路延長は10万5,620kmに達し、そのなかで国道延長は１万800kmである。

国道ネットワークは北部においてはハノイ市から放射状に周辺部に伸びており、南部地域にお

いてはホーチミン市からメコンデルタ及び山岳部に伸びている。中部地域では、南北を結ぶ骨

格の一部を形成している。地域条件から東西に流れる河川が多く、３地域ともに多くの渡河地

点が存在する。

　道路の舗装状況についてみると、道路ネットワーク全体での舗装率は12.3％、国道では63.9

％となっている。全ネットワークの43.7％を占める村道はすべて未舗装である。未舗装道路で

は、雨期には通行不能となる箇所がかなり存在すると推定される。

（2）今後の道路建設計画としては、世界銀行によって 2000 年までの重要プロジェクトとして、

以下の案件があげられている。

1）1994 ～ 1995 年　南北国道の補修

2）1996 ～ 2000 年　①以下を含む優先度の高い 5,000km の道路の補修・近代化

・ＨＣＭＣ－ Bien Hoa － Vung Tau 間の新高速道路

・ハノイ～ ハイフォン間の新高速道路

・ハノイとＨＣＭＣの環状道路

②国道及び地方道約２万 km の大改修

　また、日本による道路案件への援助は次の３件である。

ａ）国道５号線（ハノイ～ハイフォン間）改良事業

ｂ）国道１号線（ハノイ～ヴィン間、ホーチミン～カント間、ホーチミン～ニャチャン間）

道路種別 延長（km） 構成比（％） 舗装道（km：％） 未舗装道（km）

国　道 10,800 10.2 6,900（63.9） 3,900

地方道 15,300 14.5 2,770（18.1） 12,530

地区道 25,300 24.0 1,260（5.0） 24,040

村　道 46,200 43.7 0（0.0） 46,200

街　路 8,020 7.6 2,070（25.8） 5,950

合　計 105,620 100.0 13,000（12.8） 92,620

注）出典：「北部地域交通システム整備計画調査」（平成６年６月、ＪＩＣＡ）

表－３　道路種別延長
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橋梁補修事業

ｃ）国道 51 号線改修改善計画調査

４－２　道路補修の実績及び計画

　道路の整備・管理状況は一部の幹線を除けば総じて不十分であり、特に北部と中部の道路状況

は劣悪である。このため、ヴィエトナム政府は年間2,500万ドル相当の予算を道路補修に充てて

いるが、十分な維持・管理を行うには不十分である。

　表－４は、舗装国道の路面状態のサンプル調査結果を示している。国道１号線の路面状態は

“Good／ Fair”合計で81.2％に達し、状態は比較的良好であると判断される。しかしながら、北

部地域における国道１号線以外の国道では“Good／Fair”合計は38.6％という低率であり、“Very

Poor”が約１／４にも達している。

　この調査結果が利用できるのは国道に関してだけであり、国道以外の道路種別については不明

であるが、一般に低ランクの道路になればなるほど道路規格は低下し、維持管理もなおざりにさ

れがちである。国道以外の道路は未舗装道路が大部分を占めるという点も併せて考慮すると、こ

れらの道路の路面状態は極めて悪いと推定される。

表－４　舗装国道の路面状態（％）

国　道 Good Fair Poor Very Poor Total (km)

国道１号線 26.0 55.2 16.6 2.2 100（1,523）
北部の１号線以外 2.1 36.5 37.4 24.0 100（2,103）
南部の１号線以外 17.1 53.4 15.5 14.0 100（1,273）

平　均 13.5 46.7 25.2 14.6 100（4,910）

注）出典：「北部地域交通システム整備計画調査」（平成６年６月、ＪＩＣＡ）

　現在、国道１号、５Ａ号、10号、14 号、51 号等で補修工事が行われている。

４－３　道路の建設及び補修工法

　ヴィエトナムにおける道路舗装の方法は、現道上にこぶし大の砕石を敷均し、転圧したあと、

表面を骨材とアスファルト乳剤で固める、いわゆるマカダム舗装が行われることが多い。日本で

は30年程度前までは行われていたようであるが、最近ではほとんど行われていない。路面の平坦

性は悪く、ひびわれ、ポットホール等がある箇所ではパッチングにより補修されている。

　最近では、幹線道路において加熱アスファルト混合物を用いた舗装が増加している。日本のゼ

ネコンが工事を請け負う例もあり、日本の技術が生かされると考えられる。
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４－４　道路建設機械の現状

　大別して、北部は旧ソ連製が主で、南部は米国製が主となっている。最近は、一部欧州製も輸

入される一方、日本製建設機械の伸びも著しい。安江専門家（道路機械の運転・保守個別派遣専

門家、派遣期間：平成８年９月１日～平成９年８月31日）が、ヴィエトナムの工事現場において

調査を行った結果を表－５に示す。

表－５　建設機械の機種別メーカー

機種名 中国＆旧ソ連 キャタピラー コマツ その他 合計

ロードローラ 40 （3） 0（0） 0（0） 0 （0） 40 （3）

振動ローラ 20（13） 1（0） 1（0） 10 （6） 32（19）

ブルドーザー 13（39） 9（2） 2（1） 8 （1） 32（43）

モータグレーダ 12（10） 8（1） 2（1） 3 （1） 25（13）

エキスカベータ 6 （7） 0（2） 3（1） 10（10） 19（20）

合　　　　　計 91（72） 18（5） 8（3） 31（18） 148（98）

注１）調査現場は51号線補修事業、（　）内は５号線補修事業

注２）出典：安江専門家の出張報告書（1997年６月20日）

　また、武岡氏（国際建設技術協会）の調査によると、ヴィエトナムの建設機械は旧ソ連製が大

半を占めるが、現在ロシアからの供給はほとんど途絶えており、西側の建設機械で置き換えられ

つつある。建設機械の輸入は近年増加傾向にあり、なかでも日本からの中古機の輸入が大半を占

める。

４－５　道路建設機械の保守状況

　ヴィエトナムで使用されている建設機械の大部分は、旧ソ連及び中国から供与または購入され

たものであるが、その多くは耐用年数を過ぎたものであり、部品不足等の理由により稼働できな

いものも多い。ヴィエトナム国民は古い機械を大切に使っているが、旧ソ連の崩壊によって情報

も含め何も入手することができなくなってきている。

　最近は日本から輸入される建設機械が増加しているが、これらはサービス体制が整備されてお

り、部品の供給や定期点検等のアフターサービスが充実している。

４－６　技術者の需要と供給

　ヴィエトナムはここ５～10年、道路建設に力を入れている。施工の機械化も進めているので、

建設機械オペレーターへの需要は高い。

　道路建設機械訓練センターの説明によると、ほとんどのオペレーターは当校の卒業生である。
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４－７　道路建設の実施体制

　道路の建設・補修については、国内予算の場合、交通運輸省傘下の Transport  Engineering

Design and Instituteに設計を依頼し、その設計に基づき土木公団に工事を発注する。外国からの

援助等による予算の場合は、交通運輸省がTransport Engineering Design and Instituteあるいは外

国のコンサルタントに設計を依頼し、それに基づき傘下の The Project Management Unit が窓口

となって国際入札を行う。外国の建設会社が元請けとなった場合も、ヴィエトナムの土木公団を

下請けとして参加させなければならない。

　ヴィエトナムには民間の建設会社はほとんどなく、土木公団による直営施工となっている。

　建設機械訓練センターの卒業生の多くは、オペレーターとして土木公団に就職する。また、再

教育プログラムには、公団からの推薦により研修生を集めることになっている。
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第５章　道路建設機械訓練の現状

５－１　訓練センターの概要

　道路建設機械訓練センターは1968年12月、交通運輸省直属の全国で唯一の建設機械関連技術

者養成機関として設立された。30年間に及ぶ活動を通じ、9,100名の卒業生を出した実績がある。

　センターは、ハノイ市の西方約 50kmのバービーに位置し、ハノイ市からは国道６号線、国道

21Ａ号線を経由し、自動車で２時間弱のところにある。センターの職員数は135人（うち教員は

71名）であり校長以下、３名の副校長及び人事、会計などの責任者で構成されている（組織図は

付属資料１、２参照）。

５－２　訓練の内容

　訓練内容は次に示す各コースのとおりであるが、古くて、少ない資機材を使って「基本訓練」

を実施しているのが現状である。

　・運転コース 180 名 （18 か月・９クラス）

　・整備コース 170 名 （24 か月・５クラス）

　・車両運転コース 50名 （９か月・２クラス）

　・管理コース 60名 （６か月・２クラス）

（研修プログラム、年次別卒業生、卒業生の就職先と職務を、それぞれ付属資料３、４、５に示

す）

５－３　現行の教育方法

　現在使用している教科書は、機種ごとのマニュアルをテキスト化したものが４冊、製図テキス

ト１冊、その他構造・機能等の解説用テキスト８冊に分類される。教科書のレベルは日本の工業

高等学校低学年レベルと推察される。構造・機能のテキストとしては、1976年、1977年製など、

かなり古いものも使用されており、その内容も旧ソ連からの機械のマニュアルをヴィエトナム語

化したものにすぎず、現状の技術にそぐわないものになっている。また、テキストの紙質、印刷

とも非常に悪く、日本での古い藁半紙にガリバン刷りの状態である。

　教材等については、旧ソ連、中国製の老朽化したものが主であり、その数も少ない。この点を

交通運輸省、訓練校の当事者も一番苦慮しており、人材育成のための最重要事項と考えて、調査

団との面談でも強調していた。



－ 15 －

５－４　訓練生のレベル及び募集方法

　入学に際しての必要条件は、以下のとおりである。

・年　　齢：16 歳以上

・学　　歴：オペレーターは小学校卒業以上

　　　　　　メカニックは中学校卒業以上

・募　　集：毎年９月

・卒　　業：コースにより訓練期間が異なる

・募集方法：交通運輸省に訓練コース内容を示し、公団から募集。新聞、ラジオ、テレビ等によ

る広報をしなくても応募者は多いと面談時にも断言しており、応募者の心配はいら

ないという。

（入学に際しての必要条件を付属資料６に示す。）

５－５　施設・設備の現状

（1）板金加工や電気工作などの基礎的な実技訓練とパワートレインの分解、組立、訓練機材の修

理といった機械整備の訓練が３棟ある実習棟の各部屋で実施されている。調査の結果、基礎的

な実技に多くの時間が投入され、高度の技術が要求される訓練機材の修理の訓練時間が少ない

ことや、訓練用資機材が不足及び老朽化しており、卒業後に要求される実用的な技術の修得が

困難な状態である。

（2）建設機械については、重機の保有台数 25 台となっているが、現実に訓練対象として使用可

能な重機は 10 台、トラック類８台である。

　　いずれにしろ、現有機械は 1970 年前後の旧ソ連又は中国製のものが多い。老朽化、部品調

達不可能などの理由により稼働できない状態のものが多く、機材としては不適切であるが、運

転の基本動作、修理の基本構造を、限られた機械で教えているのが現状である。

（現有機械一覧表を付属資料７に示す。）

（3）建屋と稼働中の主な設備

　建屋は全部で３棟、総床面積 3,184m2 のうち教室の床面積は 1,824m2 である。修理棟の床が

土間のままであったり、天井走行クレーン、ピットが小規模であるなど、最近の油圧機器や大

型重機の修理には不適格である。また、各教室が機能的に連結されていないことや、入口のス

ペース、採光、換気といった細かい配慮がなされていない問題がある。保有設備もリストにあ

るものが現実に確認できなかったり、確認できても故障中のものが多く、十分活用されていな

い。

　主な施設は、工作機械室１室、板金加工教室３室、重機修理１室、燃料・油圧室１室、橋梁

建設実習１室、自動車修理１室、溶接実習２室、パワートレイン整備２室、エンジン整備１室、
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電気工作１室などである。

（現有建築物一覧表、主な施設と置かれている機材を付属資料８、９に示す。）

５－６　訓練センターの問題点

　訓練の内容を調査した結果、以下が明らかになった。

（1）技術面の立ち遅れ

　現状のカリキュラム及び実技内容を見聞しても、応用技術が修得されていない。

1）整備コースにおいては、老朽機（ブルドーザー：旧ソ連製）を分解し、構造、部品名の学

習はしているが、故障予知、点検、不良部品の抽出、検査、組立、性能試験と一連の整備手

法が修得されていない。

2）運転コースにおいては、建設機械の作業に伴う複合操作及び施工法等の修得がされていな

い。

（2）訓練用建設機械の老朽化

　日本国内では 35 年も前に姿を消しているワイヤー式で補助エンジン付の旧式ブルドーザー

を教材として大切に使用している。機械が老朽化し、モデルも古い、パワーがなく（フルスロッ

トルで施工）十分な作業ができない、故障が多い、技術資料がなく修復できない、修理用部品

が入手できない等々の問題がある。

（3）訓練用機材の不足

　訓練用建設機械は、整備コースにブルドーザーが１台、運転コースにはブルドーザーが２台

（１台故障中、１台老朽機）、エキスカベータ（日本製中古車）２台が使用されている。一般工

具についても、自動車整備工具で、トルクレンチはじめ特殊工具等建設機械整備用工具はほと

んどない。

　したがって、現状のニーズに合った技術者が養成されていないことから、時流に合ったカリ

キュラムの見通しを行い、指導者を再教育することが急務とされている。

　卒業生を再教育することでは、基礎知識を修得しており、ニーズへの対応という意味において

効果は非常に大きい。
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第６章　リトレーニング計画（要請内容）

６－１　計画の基本的な考え方

　現行のカリキュラムによる訓練は「基本訓練」として継続し、新たに今回の技術援助対象とし

て「リトレーニング（RETRAINING）」の発足をヴィエトナム側は要請し、調査団もこれが効果

的な技術援助であると確認した。リトレーニング対象者は、既存訓練の卒業者及び卒業後の就職

者とする。

　教材も老朽化した旧ソ連、中国製の建設機械に代えて、最新の建設機械を使用することにより、

最近、ヴィエトナム建設市場の主流を占めつつある日本製の建設機械（中古品も多い）の運転、

整備訓練とすることが、より効果的であると考えられる。

６－２　リトレーニングプログラム

・運転コース：30 名（３か月）×３回／年　　　　　　＝ 90 名／年

・整備コース：15 名（６か月）×２回／年×２コース　＝ 60 名／年

　（整備コースは、①エンジン、②シャーシの２コース）

・スーパーバイザーコース：10 名（１か月）×６回／年＝ 60 名／年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間合計　　210 名

　

　リトレーニングプログラムの詳細を表－６に示す。

表－６　リトレーニングプログラム

項　　目

コース名

研修項目

定員数

研修期間

開講回数／年

総定員数

応募資格

チーフ・カウ
ンターパート

講師

運転コース

運転コース

建設機械の操作と日々
のメンテナンス

30名

３か月

３回／年

90名／年

訓練校卒業程度

１名

６名

整備コース

整備コース

エンジン シャーシ

建設機械のメンテナンス、
修理、点検

15名 15名

６か月

２回／年

60名／年

グレードⅣ
訓練校卒業後、２年以上
の経験を有する者

１名 １名

３名 ３名

スーパーバイザーコース

スーパーバイザーコース

建設及び輸送の管理

10名

１か月

６回／年

60名／年

道路メンテナンスの技
師、技術者

１名

２名
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６－３　要請機械・器具等

表－７　要請機械・器具等一覧表

番号 品　　目 仕　　様 台数 備考

運転コース
（設備装置操作）

１－１ ブルドーザー 175馬力リッパ付 ２
１－２ 　　〃 175馬力湿地形 １
２ ローダ ？馬力3.0m3トラック式 １
３ 　　〃 130馬力2.1m3車輪式 ２
４－１ 油圧掘削機 　　　　0.7m3ブレーカ付 １
４－２ 　　〃 　　　　0.7m3 １
４－３ 　　〃 　　　　0.4m3車輪式 １
５ モータグレーダ 135馬力3.7m ３
６ 振動ローラ 118馬力10ｔ ２
７ タイヤローラ １
８ ロードローラ １
９ ダンプトラック 10～ 12ｔ ３
10 アスファルトフィニッシャ 2.5～ 4.5m車輪式 １
11 ロードスタビライザ １
12 移動式クラッシャ １

装置整備コース
（機械工に対する装置操作）

１ ブルドーザー（SECO HAM） 175馬力 １
２ ローダ （〃） 130馬力2.1m3車輪式 １
３ 油圧掘削機 （〃） 0.4m3車輪式 １
４ モータグレーダ （〃） 135馬力3.7m １
５ ダンプトラック （〃） 10～ 12ｔ １
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（工場設備）

１－１ オーバーヘッドクレーン 5.0ｔ １
１－２ 　　〃 3.0ｔ １
２ エンジン試験ベンチ 付属品付 １
３ 注入ポンプ試験機 付属品付 １
４ 油圧万能試験機 付属品付 １
５ スタータ発電器試験器 １
６ エンジン支持台 ２
７ 油圧ジャッキ ２
８ 油圧プレス 100ｔ １
９ 　　〃 35ｔ １
10 ベンチボール盤 １
11 ベンチ電気研削盤 １
12 ローラアイドルプレス １
13 トラックリンクプレス １
14 高真空クリーナ １
15 ガソリンインゼクタ １
16 工場用万力 １

（メンテナンス用部品）

１－１ トルクコンバータ（SECO HAM） ２
１－２ トルクディバイダ （〃） ２
２－１ エンジン （〃） 175馬力ディーゼル ３
２－２ 　　〃 （〃） 175馬力ガソリン １
３ 燃料ポンプ （〃） ３
４－１ 変速装置 （〃） パワーシフト ２
４－２ 　　〃 （〃） パワートレイン ２
４－３ 　　〃 （〃） 機械式 １
５ 油圧モータ （〃） ２
６ 油圧ポンプ （〃） ２
７ 油圧シリンダ （〃） ２
８ 油圧制御弁 （〃） ２
９ ステアリング制御弁 （〃） ２
10－１ トラックリンク （〃） 密閉型 １
10－２ 　　〃 （〃） 潤滑型 １
11 トラックローラ （〃） ２

番号 品　　目 仕　　様 台数 備考
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（メンテナンス工具）

１－１ 機械工具セット メートル式 15
１－２ 　　〃 インチ式 ５
２ 特殊工具 １
３ 一般工具 １

（測定用工具）

１ マイクロメータ メートル式 ２
　　〃 インチ式 ２

２ 内径マイクロメータ メートル式 １
　　〃 インチ式 １

３ 油圧計 ２
４ 測定用工具 １

（補助教材）

１ エンジン （カット模型） １
２ 変速装置 （　　〃　　） １
３ その他の部品 （　　〃　　） １
４ プラスチック教材 トルクコンバータなど １
５－１ システムボード 電気式 １
５－２ 　　〃 油圧式 １
５－３ 　　〃 ブレーキ １
５－４ 　　〃 燃料 １

（溶接及び金属工作設備）

１ ＡＣアーク溶接機 ３
２ CO2自動溶接機 １
３ ガス溶接機 ３
４ 高速裁断機 １
５ 空気圧縮機 １
６ ベンチ電気研削機 １
７ 携帯研削機 ２

番号 品　　目 仕　　様 台数 備考
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（工場機械設備）

１ 泡たて機 １
２ 直立型ボール盤 １
３ 高速カッタ １
４ 機器工用万力 １

（車両修理工場）

１ シリコン急速充電器 １
２ タイヤリム取り外し機

（特殊車両）

１ フォークリフトトラック ３ｔ １
２ トレーラトラック 30ｔ １
３ トラック ５ｔクレーン付 １
４ ステーションワゴン ４輪駆動 ２
５ マイクロバス 30席 １
６ ダンプトラック ４ｔ １
７ 撒水トラック ４m3 １
８ 燃料タンク・トラック ４m3 １

道路整備コース
（道路メンテナンス設備）

１ 振動締固め機 １
２ コンクリートカッタ １
３ アスファルトスプレヤ １
４ アスファルトケットル １
５ 裁断機 １
６ チップスプレッダ
７ コアピッカ

番号 品　　目 仕　　様 台数 備考
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（土壌試験設備）

１ 機械式土締固め機 １
２ ＣＢＲ実験室セット １
３ ウォーターバス １
４ ＪＩＳ式締固めセット １
５ 電力計 100kg、500kg、１ｔ、２ｔ、５ｔ １
６ 電動液性限界セット ３
７ 電子秤 １
８ 土壌分析ふるい分けセット ２

（アスファルト試験装置）

１ 冷蔵装置 １
２ 軟化点装置 １
３ アスファルトミキサー １
４ 遠心脱水機 １
５ マーシャル装置 １
６ アスファルト締固め機 １
７ アスファルト軟化用ウォータバス １
８ 自動アスファルト透過度計 １

（骨材試験装置）

１ ロサンゼルス試験機 １
２ サンプルスプリッタ １
３ ロータップ振動篩 １
４ 粗骨材比重試験セット １
５ 電子秤 3,100k～ 0.01g １
６ 骨材試験供給セット ２

（コンクリート試験装置設備）

１ 締固め試験機 １
２ 強制攪拌ミキサー １
３ 携帯型コンクリートミキサー １
４－１ 円絹 直径10× 20cm １
４－２ 〃 直径10× 30cm １
５ シュミット試験ハンマー ２

番号 品　　目 仕　　様 台数 備考
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（現場試験装置）

１ 砂密度測定装置 ２
２ 場密度測定装置 １
３ 　　〃 １
４ 場密度コアカッタ ２

（品質管理試験装置）

１ 輪郭投影計 １
２ ベンケルマンビーム記録 １

（一般装置）

１ 経緯儀 ２
２ 水平器 ２
３ 補助装置 １

ＡＶ装置
（ＡＶ装置）

１ ビデオカメラ ２
２ ビデオレコーダ ２
３ ビデオモニター ５
４ 編集調節装置 １
５ オーバーヘッドプロジェクタ ３
６ スクリーン ３
７ 補助装置 １

言語教育装置
（ＬＬシステム）

１ ＬＬシステム装置 １

事務機械
（事務機械）

１ カラーコピー機 １
２ ＦＡＸ装置 １

番号 品　　目 仕　　様 台数 備考
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６－４　要請施設等

　現有建築物は事務所、講堂、機械加工棟、修理棟、建設機械格納庫、宿舎など全般的に老朽化

しているが、可能な限り現有建築物を使用する。しかし、

1）建設機械のエンジンやシャーシの分解・組立等、リトレーニングを行うために使用される修

理棟の建設は不可欠である。

2）リトレーニング用建設機械の格納庫（車庫）についても、機械の盗難、腐食を防ぐうえでも、

建物の増築、補修が必要である。ヴィエトナム側から要請のあった施設一覧を表－８に示す。

要請内容については、日本側の財政事情も考慮し、極力、圧縮することを基本に、詳細検討を

行う必要がある。

表－８　要請施設一覧表

この建設計画は、以下のとおり、職員用建物、研修用建物、ＪＩＣＡ専門家の寄宿舎、学生寮、建

設作業及びその他の作業のための車庫から編成されている。

建造物名

修理棟

職員用建物

学生寮

ＪＩＣＡ専門家寄宿舎

車庫

電気系建物

構造

ＲＣ

ＲＣ

ＲＣ

ＲＣ

ＲＣ

ＲＣ

階

２

２

２

２

１

１

延べ床面積

3,118.5m2

2,260.80m2

1,786.20m2

1,580.00m2

1,016.00m2

50.00m2

主要な部屋

エンジン試験室、燃料注入ポンプ試験室、油
圧試験室、道具室、バッテリー室、空気圧縮
機室、電気室、倉庫、職員室、準備室、教室、
視聴覚室（エンジン修理域、シャーシ修理
域、高負荷機械修理域、トラックシャーシ修
理域、車台修理域を含む）

校長室、副校長室、ＪＩＣＡ専門家室、カウ
ンターパート室、講師室、会議室、図書室、
チーフ・アドバイザー室、管理部門室、来賓
室、食堂、文具店、食糧品室、その他

読書休憩室、食堂、台所、洗濯室、寝室、シャ
ワー室、寮管理人室、その他

寝室、リビングルーム、ダイニングキッチン
（ＪＩＣＡ専門家及び講師）

20台の研修用建設機械（２つの建物）

発電室、配電盤室、メンテナンススツール室
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６－５　カウンターパートの配置

　道路建設機械訓練センターは、チーフインストラクター及びインストラクターとして18名のカ

ウンターパート配置が可能としている（表－９参照）。うちチーフインストラクター４名は、理

工系大学卒、経験年数２年以上、インストラクターは、中等教育終了＋技術者養成学校卒業＋経

験年数３年以上の人材を充てる旨、説明があった。

表－９　カウンターパートの配置

整備コース

エンジン その他

チーフインストラクター １名 １名 １名 １名

インストラクター ６名 ３名 ３名 ２名

スーパーバイザーコース運転コース
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第７章　無償資金協力との関連

（1）ヴィエトナムから無償資金協力として要請されている「道路建設機械訓練センター機材整備計

画」の要請書の内容は以下のとおりである。

1）実習用建設機械（5.9 億円）

2）教室等の建築物（6.23 億円）

3）実習用機材・教材（6.5 億円）

（2）しかしながら、本要請内容の詳細については不明点が多く、またプロ技との関連性も曖昧（オ

リジナルの要請書は、プロ技とは関係なく訓練センター全体を対象とした協力を要請しているよ

うに読める）であったことから、今次調査においてはプロ技実施との整合性を図る観点から、要

請内容を再確認することに主眼をおいた。

（3）この点、ヴィエトナム側も当方の意図をくみ取り、無償資金協力を実施する場合には、その内

容として「プロ技実施に必要かつ最低限」の機材供与又は施設建設が望ましいとの合意を得た。

　　この観点から要請書の内容を見てみると、上記（1）2）の「教室等の建築物」に関しては、既

存の建築物の利用・転用も可能であり、実施の必要性は乏しいものも見受けられる（ただし、修

理作業場・供与建設機材用のガレージ建設の必要性は認められる）。また、機材に関しても「プ

ロ技実施に必要かつ最低限」との観点から絞り込みが可能であると思われる。

（4）いずれにせよ、「プロ技実施に必要かつ最低限」との観点から再度内容の確認及び必要金額の

再積算を行ったうえで、調査団の派遣時期等をプロ技サイドと調整する必要がある。
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第８章　道路建設機械訓練センターに対する他国の協力

　ソビエト連邦が崩壊するまでは当センターに対し同国による援助があったが、現在は全くない。

また、日本に対する本要請以外、当センターに対する協力計画はない。
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第９章　協力の妥当性

９－１　プロジェクト方式技術協力スキームとの整合性

（1）技術協力の対象は交通運輸省傘下の公団職員や当訓練センター履修者の質的向上を図るた

め、オペレーター、メカニック（エンジン及びシャーシ）、スーパーバイザーの４訓練コース

であり、道路整備を最重要課題としているヴィエトナムにとって、これら技術者の養成は必要

不可欠である。

（2）訓練生の人数は、要請によれば年間最大 210名であり、同様プロジェクトの他の国における

実施事例等から見ても技術移転できる規模であり、特に問題はない。訓練生の確保について

も、現訓練センターでは年間約 500 名の卒業生を出しており、問題はない。

（3）カウンターパートの確保については、ヴィエトナム側で十分対応できるとのことである。ち

なみに、訓練センターでは 72 名の教員を抱え、経験年数も 10 ～ 15 年である。

（4）ヴィエトナム人スタッフの給与、施設及び機材の維持管理費等ローカルコストの負担につい

て、交通運輸省での打合せで確認したところ、ヴィエトナム側で負担するとの回答を得た。

（5）調査団が面会したヴィエトナム側関係者は、訓練センターの学校関係者はもちろん、交通運

輸省及び計画投資省の幹部の本プロジェクトに対する期待が非常に高い。

（6）以上のことから、本プロジェクトは技術協力スキームとの整合等案件実施にかかわる要件は

ほぼ満足していると考えられ、ヴィエトナムにおける建設機械技術者の育成、遅れている道路

の整備促進に大きな効果が期待できる。したがって、調査団としては当案件の実施に向けて前

向きに対応すべきであると考える。

　同様の建設機械訓練センターに関する技術協力は、過去にパキスタン、エジプト、モロッコ

等数か国で実施されているが、いずれも良い評価を得ている。仮に、ヴィエトナムで、このプ

ロジェクトが実施されれば、同等以上の効果が期待できると考えている。

９－２　プロジェクト実施上の課題及び留意点

（1）ヴィエトナム側から要請された無償資金協力について「プロ技実施のために必要となる資機

材等に限定すべきである」ということについて合意したところであり、このような観点から、

供与資機材等について精査並びに調整が必要である。

　　また、精査にあたっては、過去の同様なプロジェクトの実績、相手国の技術レベル等を考慮

することも必要である。

（2）訓練コースについても現地での協議段階で一部変更された。今回は短期間の調査であり、十

分な協議ができなかったので、詳細について、検討調整が必要である。

（3）カウンターパートの確保は問題ないが、英語を話す人材が不足している。日本人専門家によ
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る技術移転は、当面通訳を介する必要があるかもしれない。
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